


 
表 1 各候補地の比較表 

 
出典：B 市の新最終処分場候補地選定に係る意見について、平成 20 年 7 月 9 日、B 市新最終処分場候補地選定委員会

http://103.39.193.180/www/contents/1001000007915/simple/12531.pdf 

 
① 選定過程の公開について 

全て公開され、選定委員会は一般市民傍聴可能、委員会記録等は Web で公開されている。（B 市

新 最 終 処 分 場 候 補 地 選 定 委 員 会 の 開 催 （ 平 成 20 年 5 月 ～ 平 成 20 年 6 月 ）

http://103.39.193.180/www/contents/1001000007905/index.html 
② 選定にかかった期間 
平成 19 年 11 月 22 日～平成 20 年 2 月 29 日 新最終処分場建設候補地募集（公募） 
平成 20 年 5 月～平成 20 年 6 月 B 市新最終処分場候補地選定委員会の開催 
平成 20 年 7 月 B 市新最終処分場候補地選定委員会から意見書の提出 
平成 20 年 8 月 候補地の決定 
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(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
■コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成 18 年度から平成 19 年度まで 
新最終処分場処理方式検討業務委託・・・平成 18 年度 
新最終処分場整備構想等整備業務委託・・平成 19 年度 

 
③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 

■あり 
内容：二重遮水シート、漏水検知システム、コンクリート槽等 

(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組（※応募 地域のうち、候補地となった B 地域での取組）

A. 説明会 
□地権者を対象に〇回 
■候補地が立地する町内会を対象に複数回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
■候補地が立地する町内会を対象に複数回（1 回目：地区役員対象、2 回目：地区住民、自治会代

表等） 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（地権者戸別訪問等 ） 
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② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

A. 説明会 
□地権者を対象に〇回 
■処分場が立地する町内会を対象に複数回 
■処分場の周辺町内会を対象に複数回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
□処分場の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
■候補地がある町内会を対象に複数回（工事中の見学会等も含む） 
■候補地の周辺町内会を対象に複数回（工事中の見学会等も含む） 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 

③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

■ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
□ 立地町内会への定期報告（年〇回） 
■ 周辺町内会への定期報告（年 12 回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
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情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 
項目 不安や質問内容 

人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川） ※特に水源のダム上流 
■将来世代への影響 

自然災害 ■大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
※昭和 57 年に大水害があった。 

■地震で施設が壊れるのではないか。 
生活環境 □悪臭 

□騒音・震動 
■通行車両の増加や交通事故 

自然環境 ■開発による環境破壊 
■希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
□地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
□説明会をするのが遅い等 
■立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
（※地域からの応募に関し、住民合意、地権者の理解、筆数等について申請

内容に偽りがある、選定委員会に地元住民が入っていない等） 
□当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 

その他の不安や質問等（運搬の環境負荷を考えればごみ発生量の多い地域の近くに立地すべき、

もっと人口の少ない田舎であれば最適地が多くあるはず） 
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(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 
地域から出された要望 対応の有無 

（〇、×を記入ください） 
【道路関係】  
・県道○○地内をトンネル 2 車線にし、新最終処分

場までも 2 車線にする。 
対応中 

・県道○線○峠の改修 × 
・○地内の道路改修 ○ 
・県道○線○地内の道路幅員の拡大、高低差の道路

を平坦な道路にする。 
○ 

・○ダムより○地域へのバイパス道路の新設 × 
・○地区内の道路対岸にバイパス道路の新設 ○ 
・○地域より○地域への林道改修 × 
・県道○線○地域より○地域への道路新設 × 
・○地内○橋の架け替え × 
・○地内より○へのバイパス道路新設 対応中 
・○地内より○地域への林道延長 × 
・○地内の道路を広げる。 × 
・○寺付近の道路新設 × 
〔河川関係〕  
・○地内堤防の改修（嵩上げ含む。） × 
・○地内井堰を大水時開閉式にする。 × 
・新最終処分場の雨水の安全対策 ○ 
・新最終処分場の下流の流路工の新設 ○ 
・○地内 A 川左岸堤防改修（嵩上げ含む。） × 
・○地内 B 川左岸堤防改修（嵩上げ含む。） × 
〔生活関係〕  
・上下水道の無料設置 × 
・地元優先の雇用 × 
・台風時等の避難場所の設置 × 
・老人施設を誘致する。 〇 

小規模多機能型居宅介護施設の誘致 
〔その他〕  
・新最終処分場の工事期間及び実働期間の地元への

協力金 
× 

・今後新最終処分場に関する問題点すべて解決す

る。 
〇 

協定書の締結 
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(5) 関係主体等との協定の有無 
■あり 
・平成 20 年度 建設に係る地元自治会との基本協定 
・平成 28 年 7 月 処分場の運転、管理に関し環境の保全を図るための地元自治会との協定 
□なし 
 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
・毎月 1 回埋め立て量や水質の結果について地元自治会に報告を行っている。 
・Web サイトにおいてモニタリング情報の公開を月 1 回、環境アセスの結果報告を年 1 回行って

いる。 
・跡地利用のご計画はまだ決定していない。 
 

参考文献 
 

[1] B 市新最終処分場整備方針及び公募に至った経緯、第 1 回 B 市新最終処分場候補地選定委員会

（平成 20 年 5 月 14 日）資料 3    
http://103.39.193.180/www/contents/1001000007905/simple/12502.pdf 
（閲覧 平成 28 年 12 月 1 日）． 

[2] B 市の新最終処分場候補地選定に係る意見について、平成 20 年 7 月 9 日、B 市新最終処分場

候補地選定委員会 http://103.39.193.180/www/contents/1001000007915/simple/12531.pdf 
（閲覧 平成 28 年 12 月 1 日）． 

[3] 新最終処分場建設候補地について、平成 20 年 8 月 5 日、B 市

http://103.39.193.180/www/contents/1001000007915/simple/12533.pdf 
（閲覧 平成 28 年 12 月 1 日）． 
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付録Ｂ ③

C 地域衛生組合 一般廃棄物最終処分場 
 
ヒアリング実施日時：平成 28 年 10 月 26 日 14：00-15：00 
場所：C 地域衛生組合管理棟 2F 会議室 
対応者：C 地域衛生組合エコセンター所長、同次長 
 
【施設概要】 
施設名称 広域最終処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

□焼却残渣（主灰）、■焼却残渣（飛灰）、■スラグ、■不燃残渣 
※ただし、スラグは現状全量リサイクルされている。 
□その他（ ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（2 重シート 6 層構造、底部はコンクリート、側面は

1 重シート）、 □表面遮水工（キャッピング） 
■屋根つき、 ■漏水検知システム 
□河川放流 □下水道放流 ■無放流 □その他（ ） 
□その他施設特徴（ ） 

埋め立て場所 □山間 ■平地 
埋め立て開始年度  平成 29 年 1 月 
全体容積 26,000m3 
埋め立て終了年度 平成 44 年予定 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
□破砕・選別・リサイクル施設 
□焼却炉 
□その他（ ）  

近隣住宅からの距離 約 0.8km 
 

(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 
平成 8 年、C 地域旧環境衛生組合（以下旧組合）を構成する 3 町（M 町、I 町、H 町）で、一般

廃棄物処理施設の設置について検討し、それまでは M 町、I 町の処分場があったことから、今後の

最終処分場は H 町、I 町、M 町の順に設置することで合意。H 町は 3 町合意に基づき新処分場候補

地選定をすすめ、町内で 3 地域を選定し、旧組合がその 3 候補地を法的影響や面積等の 13 項目 4
段階評価で評価し、そのうち K 地区を計画地として決定した。予定地が県道のすぐ脇にあることか

ら施設形式はクローズド型とすることまで決めていたが、地域住民への説明会や用地の取得をすす

めている途中で広域化が決まり、計画はストップしていた。 
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その整備計画を、広域化で設置された C 地域衛生組合（O 市、M 町、G 町、I 町、H 町の 1 市

4 町で構成、以下「組合」という）が引き継ぐ形で平成 22 年度に住民への説明会を開始した。よ

って、地域住民に対しては、これまで 3 町のごみが処分される予定であるという説明をしてきた

経緯から、改めて広域化により 1 市 4 町のごみが入ることについての説明をし、合意を得ていっ

た。 
 
【候補地の選定】 
①選定主体は誰だったかとその構成、②複数候補地から絞り込んだかどうか、③選定の過程は公開

されていたか、④選定にかかった期間等をご記入ください。 
① 選定主体：H 町と旧組合 
② H 町が 3 地域を選定、旧組合が 1 地域に絞込みし、平成 11 年に候補地決定 
③ 旧組合による選定が終わってから、地元に説明を開始。その後広域化によって計画がストップ

し、C 地域衛生組合が平成 22 年に同じ候補地に処分場建設を行うことを決めた。 

(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
□コンサルタント 
■担当部署（当時の旧組合） 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成 8 年～平成 11 年まで 
 

③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 
□なし 
■あり 

 東日本大震災を受けて耐震性を心配する声を受け、耐震設計強化 
 遮水シートの安全性を心配する声を受け、強度・安全性の高いシートを選択 
 放射性物質を心配する声を受け、埋立物の空間線量率を週一回、埋立物の放射性物質濃度を週

1 回（簡易検査）行う。※正式な埋立物の放射性物質濃度の測定は、法令に基づき月 1 回検査

機関に委託し検査 
 運搬中の焼却灰の飛散を心配する声を受け、屋根つきダンプカーを導入 
 処理水質を河川放流基準より厳しい水質まで浄化・散水
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 (3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組及び、② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

【地域説明会、見学会等】

旧組合の計画のときから、地域の合意を得られていたという状況ではなかった。さらに、その後

の広域化によって埋立物を入れる市町が増えたこと、東日本大震災、原発事故の発生等などによっ

て地域住民の不満や不安は増加したといえる。一時は反対の看板が地域に立ったこともあった。そ

れらに一つ一つ対応するため、地域での説明を重ねて行った。

また、近隣にあるクローズド型処分場として福島県田村市の施設に平成 23 年 1 月に施設見学会

に行ったが、その後東日本大震災が起こり、そうした大地震でも施設は持つのかという質問等も増

えたため、再度平成 25 年に見学会を行った。さらに、阪神淡路大震災を経験した神戸市や、見学

先の田村市に被害の有無を問い合わせし、平成 26 年 3 月作成の広域最終処分場の整備にあたって

というパンフレットに結果を記載するなどした。 
施設強度や放射性物質についての質問も多くよせられたため、上記パンフレットには耐震設計や

遮水シートの安全性、埋立物の性状と放射性物質濃度についての具体的なデータを記載するように

した。 

時 期 区 分 内 容 対象、実施回数 
平成 22 年 7~9 月 地域説明会 広域最終処分場計画及び進め方 地区ごと  5 回 

平成 23 年 1 月 先進地視察 
クローズド型最終処分場の視察研修 
福島県田村市田村広域一般廃棄物最終

処分場（クローズド型） 
5 地区住民   1 回 

平成 23 年 7 月 地域説明会 基本計画概要、調査関係 5 地区役員   1 回 
平成 24 年 6~8 月 地域説明会 最終処分場の概要、生活環境調査 地区ごと  5 回 
平成 24 年 11~12
月 

地域説明会 整備計画スケジュール関係 5 地区役員  5 回 

平成 25 年 3 月 先進地視察 
クローズド型最終処分場の視察研修 
福島県田村市田村広域一般廃棄物最終

処分場（クローズド型） 
5 地区住民  1 回 

平成 25 年 6 月 懇談会 地区の状況、進め方、協定案 各自治会役員 1 回 
平成 25 年 12 月 懇談会 協定案、施設の概要、地域説明会 各自治会役員 1 回 
平成 26 年 1~2 月 地域説明会 協定案、施設の概要 地区ごと  5 回 
平成 26 年 5 月 懇談会 協定、施設整備の進め方、安全対策 各自治会役員 1 回 
平成 27 年 1 月 工事説明会 建設工事工程等 5 地区住民  1 回 
平成 27 年 9 月 工事説明会 工事の進捗状況、コンクリート打設工事 各自治会役員 1 回 
平成 28 年 3 月 現地見学会 建設工事の現地見学会 5 地区住民  1 回 
平成 28 年 8 月 懇談会 工事の進捗状況、現地見学会」の件 各自治会役員 1 回 
平成 28 年 9 月 現地見学会 建設工事の現地見学会 5 地区住民   1 回 
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施設の建設工事中は、工事中の様子を見たいという地域の要望に応え、建設工事の現地見学会を

開催している。また、工事中は関係自治会 5 地区（約 1、000 戸）に対し、工事の予定や進捗を逐

次知らせるチラシを全戸配布するなどしている。 
 

【チラシ・広報誌等】 
平成 22 年 5 月 C 地域における最終処分場整備計画の考え方（6 ページのパンフレット） 
平成 23 年 2 月 広域処分場に関するお知らせ版：見学会開催報告 
平成 23 年 7 月 広域処分場に関するお知らせ版：生活環境影響調査等の実施について 
平成 24 年 6 月 広域処分場の概要について（4 ページのパンフレット） 
平成 25 年 4 月 広域処分場に関するお知らせ版：見学会開催報告と関連する質問と回答、放射線

モニタリング結果と関連する質問と回答（6 ページ） 
平成 26 年 3 月 広域処分場に関するお知らせ版：地域説明会開催報告と関連する質問と回答（6 ペ

ージ） 
平成 26 年 5 月 広域処分場の整備にあたって：候補地選定経過、主な質問や意見への対応（耐震

設計、遮水シートの安全性、放射性物質濃度、処理水の安全性、建設・維持管理段階の安全チェ

ック）、処分場の施設概要、環境保全協定書、管理運営計画（16 ページのパンフレット） 
平成 27 年 1 月 広域最終処分場建設工事のお知らせ（A3 2 ページ） 
平成 27 年 2 月 広域最終処分場建設工事のお知らせ版：建設工事に関する説明会開催結果と関連

する質問と回答（3 ページ） 
平成 27 年 3 月 広域最終処分場の建設工事に伴う掘削土の仮置きについて（回覧用） 
平成 27 年 8 月頃 9 月以降の建設工事計画について：コンクリート工事予定 
平成 27 年 9 月 最終処分場建設工事に関するお知らせ版：工事の進捗状況、騒音測定結果 
平成 27 年 10 月 最終処分場建設工事に関するお知らせ版：コンクリート工事報告・予定（回覧

用） 
平成 28 年 5 月 広域最終処分場建設工事の現地見学会の開催状況のお知らせについて（回覧用） 
平成 28 年 10 月 広域最終処分場建設工事の現地見学会の開催状況のお知らせについて（回覧用） 

※お知らせ版と記載されているものは、基本的に全戸配布している。 
③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

■ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
■ 立地町内会への定期報告（年 1 回） 
□ 周辺町内会への定期報告（年〇回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
■ その他（内容：環境保全協定書において住民による施設の立入り調査に対応、損害時に責任を

持って補償することを確約している。） 
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情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 

その他の不安や質問等 
[平成 25 年 4 月お知らせ版より] 
・東日本大震災により（見学先の田村市の処分場に）被害はありましたか？ 
・東日本大震災において（見学先の田村市の処分場に）停電はありましたか？非常用電源は備えて

いますか？ 
[平成 26 年 3 月お知らせ版より] 
・4,000Bq/kg 以下しか搬入しないということですが、放射能濃度の基準と現在の状況を教えてく

ださい。 
・汚泥の放射性物質が問題になっていると思いますが、C 地域ｴｺｽﾃｰｼｮﾝでは汚泥を処理するのです

か。 
・平成 13 年～14 年度に開催した旧組合の説明会では、旧組合の構成市町のごみから発生する焼却

灰だけと聞いていたと思いますが、なぜ O 市分の焼却灰も埋め立てするのですか。 
  

項目 不安や質問内容 
人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川）※主に遮水シートの強度や漏水検知システ

ムについての質問 
□将来世代への影響 

自然災害 □大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
■地震で施設が壊れるのではないか。 

生活環境 □悪臭 
□騒音・震動 
■通行車両の増加や交通事故 

自然環境 □開発による環境破壊 
□希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
□地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
□説明会をするのが遅い等 
□立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
□当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 
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(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 
地域から出された要望 対応の有無 

周辺道路整備 〇 
東日本大震災で痛んだ道路の修復 

周辺の木の伐採して欲しい。北向きで道路

の雪がなかなか融けない。 
〇 

 
その他、地域からの要望ではなく、担当部署やコンサルタントのアイデアによって整備されたも

のがあればお書きください。 
（管理棟の中に研修室を設け、地域の会合等で使えるようにした。） 
 
(5) 関係主体等との協定の有無 
■あり 
・環境保全協定（協定先：組合、構成市町、周辺 5 自治会） 
□なし 

 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
工事中の見学をしたいという要望にはすぐに応えたり、コンクリート打設のために多くのミキサ

ー車が通るという場合は、高低差から騒音が低く済むルートの確認、通行状況と騒音、児童・生徒

の登下校数などを各回調査し、お知らせ版に記載して報告を行うなど、きめ細かい配慮、情報提供

に努めている。

埋立物を運搬する屋根つきダンプカー
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付録Ｂ ④

D 県 D 市 一般廃棄物最終処分場 
 
回答者：D 県 D 市環境施設課 
【施設概要】  
施設名称 D 市一般廃棄物最終処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

□焼却残渣（主灰）、■焼却残渣（飛灰）、■スラグ、■不燃残渣 
□その他（ ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（3 層シート、壁面部は 1 層遮水シート） 
■屋根つき、 ■漏水検知システム 
□河川放流 ■下水道放流 □無放流 □その他（ ） 
■その他施設特徴（建屋にガラス張りの見学エリア設置） 

埋め立て場所 ■山間 □平地 
埋め立て開始年度  平成 27 年 4 月 
全体容積 272,197 m3 
埋め立て終了年度 平成 41 年（予定） 

以降 2 年間管理期間。その間に屋根をはずし、跡地利用を行う。 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
□破砕・選別・リサイクル施設 
□焼却炉 
□その他（ ） 
■なし  

近隣住宅からの距離 約 0.4 km 
 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 
旧処分場の埋め立て容量満了に伴い新処分場を建設。 

平成 17～19 年度 適地選定 
平成 20 年度 住民説明会、ワークショップ 
平成 21 年度 地権者説明会、基本計画策定 
平成 21～22 年度 用地交渉・取得、現地調査説明会、地質・測量調査、生活環境影響調査 
平成 22 年度 地元説明会、事業者選定、基本協定締結 
平成 23 年度 自治会説明会、設計・建設契約締結、設計 
平成 24～26 年度 建設 
平成 26 年度 インフレスライド増額契約締結 
平成 27 年度 供用開始 
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【候補地の選定】 
平成 17 年度から平成 18 年度まで庁内検討（一次選定、二次選定）を行い、平成 19 年度適地審

査会（5 回）を開催して答申した後、最終候補地を決定。 
候補地を 28 箇所から段階的に 5 箇所→2 箇所（これ以降適地審査会による選定）→1 箇所に選

定。審査の過程は公開せず、決定してから議会に報告、その日の午後に地域住民説明会を行った。 

(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
(1)の候補地選定と同時期に「オープン型」・「海面埋立て」・「クローズドシステム式」を比較検討

（費用対効果、埋立容量等）し、「クローズドシステム式」を選定した。 
＜クローズドシステム式とした経緯及び理由＞ 

前埋立処理場の海面型では、実現できなかった次の特徴を活かすことで、周辺環境への負荷を低

減し、安全性を確保した地域融和型最終処分場を目指した。 
・閉鎖空間であるため、廃棄物の飛散・流出や臭気の拡散を防ぐことができる。 
・降雨などの自然現象に左右されないため浸出水が少量である。 
・被覆構造物であるため、クリーンな外観をもった施設である。 
・跡地利用が可能である。 
 

① 施設内容の検討主体（複数選択可） 
□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
■コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成 17 年～平成 22 年まで 
 
③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 

□あり 
■なし

(3) 情報共有のための取組

② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

A. 説明会 
■地権者を対象に 1 回（平成 21 年度…1 回） 
■処分場が立地する自治会・住民を対象に 6 回（平成 20 年度…5 回、平成 22 年度…1 回） 
E. その他の取組 
最終処分場整備基本計画策定の一環として、平成 20 年度に 8 月、9 月、10 月の計 3 回ワークシ
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ョップを開催した。メンバーは地元自治会、予定地近隣の D 高校、特別養護老人ホームの関係者で、

参加人数は第 1 回が 21 人、第 2 回が 19 人、第 3 回が 21 人。コンサル業者をファシリテーター

（中立的な立場の議事進行役）として、先進地視察等を行いつつ、施設への意見や要望、地域課題

の解決や跡地の利用方法等について一緒になって考えてもらうとともに、意見を集約していった。

ワークショップの中では、施設建設に対して多くの賛同が得られ、施設計画や跡地利用について以

下の表に示すような要望がでた。これらの要望に対し、行政として、できることやできないことを

整理していった。 
 

表 ワークショップで出された要望 
施設計画に

関する要望 
 工事前から供用後にわたり、生活環境の保全をしっかり行って欲しい。 
 取付道路には歩道を設置するなど、利便性の高いものにして欲しい。 
 施設の安全性。ゲリラ豪雨・台風・地震に耐えられる安全な施設にして欲しい。 
 近くに農地があり、農業用水に影響が出ないようにして欲しい。 

跡地利用へ

の要望 
 緑地や散策路のエリアを設けて欲しい。 
 青少年が利用できるスポーツ施設を作って欲しい。 
 箱物ができても利用しづらい。 

 
③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

■ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
□ 立地町内会への定期報告（年〇回） 
□ 周辺町内会への定期報告（年〇回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
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情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 
項目 不安や質問内容 

人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川） 
□将来世代への影響 

自然災害 □大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
□地震で施設が壊れるのではないか。 

生活環境 □悪臭 
□騒音・震動 
□通行車両の増加や交通事故 

自然環境 □開発による環境破壊 
□希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
■地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
□説明会をするのが遅い等 
□立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
□当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 

その他の不安や質問等（自由記述： ） 
 
(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 

地域から出された要望 対応の有無 
周辺道路整備 〇（D 環状線から直接アクセス可能な取付道路の新設） 
周辺農道整備 〇（周囲の耕作者の方に配慮した農道の整備） 
緑地や散策路のエリアの設置 〇（里山を再現した遊歩道の設置） 
環境保全 〇（既存環境の保全と回復を実現したビオトープの整備） 
跡地利用 
青少年が利用できるスポーツ施設

を作って欲しい。 
箱物ができても利用しづらい。 

跡地利用については今後検討 

その他、地域からの要望ではなく、担当部署やコンサルタントのアイデアによって整備されたもの

があればお書きください。 
（自由記述： ） 
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(5) 関係主体等との協定の有無 
□あり（協定先： ） 
■なし 

 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
特に無し 
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This is a blank page. 



付録Ｂ ⑤
E 県 E 地域衛生組合 一般廃棄物処分場 

 
回答者：E 県 E 地域衛生組合 
【施設概要】  
施設名称 E 地域衛生組合 一般廃棄物処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

■焼却残渣（主灰）、 ■焼却残渣（飛灰）、□スラグ、□不燃ごみ 
□その他（ ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（遮水シート 2 枚）、 □表面遮水工（キャッピング） 
■屋根つき、 ■漏水検知システム 
□河川放流 □下水道放流 ■無放流 □その他（ ） 
□その他施設特徴（ ） 

埋め立て場所 □山間 ■平地 
埋め立て開始年度  平成 29 年 9 月 
全体容積 3,840 m3 
埋め立て終了年度 平成 41 年予定 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
■破砕・選別・リサイクル施設 
■焼却炉 
□その他（ ）  

近隣住宅からの距離 約 0.75 km 
 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 
平成 8 年 12 月より埋め立てしていた最終処分場が満杯になったため 
 
【候補地の選定】 

候補地の選定は、既設の最終処分場の埋立て終了が当初平成 23 年度末でしたので平成 16 年度よ

り検討をしてきました。構成市町村内での検討を行ってきましたが、I 町以外の 3 市町村から適地

がないとの回答があったこと、I 町のごみの受け入れが 64%と多いこと、当初 I 町にて用地を確保

していたことから I 町にて用地を検討してきました。 
平成 18 年 9 月に I 町が確保している用地は、地下水位が高いことや地形の関係から建設用地と

して不向きであることが判明しました。平成 21 年 12 月に I 町より町有牧草地を候補地として提示

されました。I 町より提示された用地を含め、選定条件を元に 8 カ所の候補地を選定しました。 
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（選定条件） 
除外場所：保有林・河川・湖沼・文教・病院・観光資源の隣接地 
考慮すべき事項：建設可能な地形・地質、廃棄物の搬入が容易、排水が容易、農業への影響、地域

住民の理解、関係法令の適合 
平成 22 年 10 月に現地調査を実施して、I 町より提示された用地を建設用地として適地と判断し

ました。 
平成 23 年 3 月の組合議会にて、組合長より I 町敷島内地区の牧草地の候補地が建設用地として

使用可能であるため、最終処分場の施設整備を進めることを表明しました。

 
選定に要した期間 平成 16 年度から平成 22 年度（7 年間） 

(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

■施設整備に係る検討会等（委員構成： 市町村担当課長、副組合長、場長、課長） 
■コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成 20 年～平成 24 年まで 
 

③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 
■あり 
□なし 

第 1 回目の説明会では、従来型のオープン方式で行ったが次の主な理由で出席者のほとんどが反

対でした。 
 豪雨による H 川の氾濫や周辺道路から用地内への雨水の流入によって、埋立地が破損して埋

立地内のごみが流れ出す。 
 大きな地震が来たときに土盛りの破損やシートが破れて汚水が漏れると、予定地の区域は地下

水や湧水に恵まれ生活水・飲料水・農業用水に昔から利用しているため、この地域の水系と環

境を損ねる。 
 台風でごみが飛散する、臭気、カラスの問題等、牧草地や農地への影響が不安である。 
 H 川への処理水の放流が、川の渇水時の地下水への影響や、また海岸まで 1.5km しかなく藻

場の育成を行っている沿岸漁業や定置網への影響が懸念される。 
第 2 回目までの説明会までに、第 1 回目の問題点の河川や地下水への対応を検討した結果、埋立

地をコンクリート構造とし、屋根を架け、処理水を放流しないクローズド方式として、関係団体と

自治会長に説明をし、再度説明会を行いました。 
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第2回目では、最初からクローズド方式を採用し説明すれば良かったのにといわれました。ただ、

I 町が一番多くごみを出す、今までごみ処理は K 町で行われていて、今度は I 町で受けざるを得な

い状況であり、歓迎するものではないが必要な施設であると理解を得ました。施設建設に対する重

大な反対意見はありませんでした。 
 
(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組

候補地決定後に公開されたため特になし 

② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

A. 説明会 
■処分場が立地する町内会を対象に 2 回 
■処分場の周辺町内会を対象に 2 回 
■一般市民を対象に 2 回 
B. チラシ・広報誌等 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
□処分場の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
□候補地がある町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 

③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

■ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
■ 立地町内会への定期報告（年 1 回） 
■ 周辺町内会への定期報告（年 1 回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
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情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 
項目 不安や質問内容 

人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川） 
□将来世代への影響 

自然災害 ■大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
■地震で施設が壊れるのではないか。 

生活環境 ■悪臭 
□騒音・震動 
■通行車両の増加や交通事故 

自然環境 ■開発による環境破壊 
□希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
□地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
■説明会をするのが遅い等 
■立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
□当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 

その他の不安や質問等（自由記述： ） 
 
(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 

地域から出された要望 対応の有無 
周辺道路整備 〇（中間処理施設稼働までに整備終了） 

 
その他、地域からの要望ではなく、担当部署やコンサルタントのアイデアによって整備されたも

のがあればお書きください。 
（自由記述： ） 
(5) 関係主体等との協定の有無 
■あり 

住民説明の中で協定書を結ぶことになり、平成 24 年 9 月より 10 月までに締結しました。 
立地町内会（A 自治会、B 自治会）周辺町内会（C 自治会・D 自治会）。 
 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 

特になし 
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付録Ｂ ⑥

F 県 F 地域衛生組合 一般廃棄物処分場 
 
回答者：F 県 F 地域衛生組合 
【施設概要】  
事業主体 F 地域衛生組合（構成市町村：S 市・Y 町・T 村） 
施設名称 F 地域衛生組合処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

■焼却残渣（主灰）、■焼却残渣（飛灰）、□スラグ、□不燃ごみ 
■その他（不燃残渣 ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（遮水シート 2 枚、保護材含め 5 層構造：底面 250mm
コンクリート 自己修復材 遮水シート 漏水検知使用の中間不

織布、遮水シート、不織布、その上に 50cm の保護砂）、表面遮水

工（キャッピング） 
■屋根つき、 ■漏水検知システム 
□河川放流 □下水道放流 ■無放流 □その他（ ） 
□その他施設特徴（ ） 

埋め立て場所 ■山間 □平地 
埋め立て開始年度  平成 26 年 10 月 
全体容積 70,000m3 
埋め立て終了年度 平成 41 年予定 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
□破砕・選別・リサイクル施設 
□焼却炉 
■その他（最終処分場 ）  

近隣住宅からの距離 約 1km 
 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 

隣接する F 地域衛生組合旧処分場が埋立満了となるため。建設用地選定協定で 3 市町村輪番で建

設地を提供することになっている。新処分場に隣接する旧処分場は町村合併前に立地した処分場で、

今回の新処分場は S 市として最初の輪番で選定された。 
【候補地の選定】 
①選定主体は誰だったかとその構成 

構成市町村による建設用地選定協定に基づき S 市へ建設用地選定を依頼。平成 20 年 2 月に選定

依頼し、平成 24 年 7 月に S 市から組合に決定通知がきた。新処分場候補地は旧処分場の残土置き

場として利用されていたところで、用地選定で、そこが適しているのではという話になったらしい。 
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②複数候補地から絞り込んだかどうか 

不明 
 
③選定の過程は公開されていたか 
不明 

 
④選定にかかった期間等をご記入ください。 
建設用地選定依頼から用地決定報告まで概ね 4 年。 

(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
■コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成〇年～平成〇年まで 
平成 20 年から平成 23 年 
平成 23 年 1 月に埋立処分場整備に係る基本計画について、S 市と協議。S 市が地元の要望を

とりまとめて、報告を上げてきた。 
 

③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 
■あり 

内容：計画当初は、オープン方式の処分場を想定していたが、水汚染や悪臭等への不安が強かったた

め、屋根つき、無放流式に変更。 

□なし 

(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組

A. 説明会（候補地選定市において実施） 
■候補地が立地する町内会を対象に （※回数不明） 
■候補地の周辺町内会を対象に（※回数不明） 
□一般市民を対象に〇回 
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B. チラシ・広報誌等 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
■候補地が立地する町内会を対象に（※回数不明） 
■候補地の周辺町内会を対象に（※回数不明） 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
 
② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

A. 説明会（候補地選定市において実施）

■処分場が立地する町内会を対象に（※回数不明） 随時工事進捗状況について報告。 
■処分場の周辺町内会を対象に（※回数不明）  
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
□処分場の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
■候補地がある町内会を対象に（※回数不明） 
■候補地の周辺町内会を対象に（※回数不明） 

旧処分場の隣接地に建設するため、地域住民は処分場がどういうものかということは良く知って

いる。群馬県の近隣のクローズドの見学をするなどを経て、新処分場建設への同意にあたって、屋

根つきと無放流という条件が住民側から出された。また、旧処分場の 700m 下流に上水の取水口が

ある。 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
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③埋立開始からの取組（予定も含む）

■ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
■ 立地町内会への定期報告（年 12 回）：旧処分場時代から、定期報告の書面を S 市の広報に折込

む形で配布している。内容は処分場の放流水の分析結果と、東日本大震災以降は周辺の空間線量が

加わった。  
□ 周辺町内会への定期報告（年〇回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
地元に協議会が設立されており、最低年 1 回出席。町内会の役員の方が参加。 
 
情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 

項目 不安や質問内容 
人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川） ※無放流式の要望理由 
□将来世代への影響 

自然災害 □大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
□地震で施設が壊れるのではないか。 

生活環境 ■悪臭 ※屋根つきの要望理由 
□騒音・震動 
□通行車両の増加や交通事故 

自然環境 □開発による環境破壊 
□希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
□地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
□説明会をするのが遅い等 
□立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
□当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 

その他の不安や質問等 
※旧処分場でも即日覆土を行っており、埋立物は不燃物残渣のみであることから、悪臭への苦情は

寄せられていない。 
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(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 
地域から出された要望 対応の有無 

地域交付金 ○ 
地域交付金とは、組合から S 市に渡す交付金。S 市は、当該の地域

交付金の全額を地元の周辺整備に使用する。 
金額は建設開始から埋立終了までの期間に毎年 500 万円。S 市は

それ以上の金額をかけて周辺整備をしている。 
・地域コミュニティの補助金（平成 27 年度 47 万円） 
・周辺道路の整備 
・研修・視察事業（地元住民を対象に、県外の環境整備、道路整備

の事例を見学するもの） 
 

 
(5) 関係主体等との協定の有無 
■あり（協定先：S 市「一般廃棄物最終処分場の設置に関する覚書」） 
□なし 
 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
・地元団体の長へ定期的な事務連絡。何かあったときは地元の連絡協議会の会長を訪問し、適宜情

報連絡、共有を行い、信頼醸成に努める。 
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付録Ｂ ⑦ 
G 県 G 市 一般廃棄物最終処分場

 
回答者：G 県 G 市環境部廃棄物対策課廃棄物対策グループ 
 
【施設概要】  
施設名称 G 市一般廃棄物最終処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

■焼却残渣（主灰）、 ■焼却残渣（飛灰）、□スラグ、■不燃ごみ 
■その他（浸出水処理施設からの脱水汚泥 ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（2 層シート）、 □表面遮水工（キャッピング） 
□屋根つき、 ■漏水検知システム 
■河川放流 □下水道放流 □無放流 □その他（ ） 
□その他施設特徴（ ） 

埋め立て場所 ■山間 □平地 
埋め立て開始年度  平成 27 年 4 月 
全体容積 100,000 m3 
埋め立て終了年度 平成 41 年予定 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
■破砕・選別・リサイクル施設 
■焼却炉 
□その他（ ）  

近隣住宅からの距離 約 1km（最寄りの住宅街までの直線距離） 
※最寄りの住宅までの距離は約 250ｍ 

 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 
・従前使用していた最終処分場が、計画通り平成 26 年度をもって閉鎖となることに伴うものであ

る。 
【候補地の選定】 
・候補地選定は庁内で行い、当初 11 か所をピックアップし、運搬距離等から 3 か所に絞り込んだ

上で、土地面積や造成の難易、搬入道路の交通量等を勘案して決定した。公表は最終的な決定の後

に行っており、選定に要した期間はおよそ 1 年間である（平成 22 年～平成 23 年）。 
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(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
■コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成 22 年～平成 23 年まで 
 

③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 
□あり 
■なし 

(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組

A. 説明会 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
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② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

A. 説明会 
■処分場が立地する町内会を対象に 2 回 
■処分場の周辺町内会を対象に 2 回 
■一般市民を対象に 311 回（分別変更・有料化説明を含む）250 有料化 20 施設についての説明

分別変更 41 役員さんだけに説明し、それから全体に説明することもあった。 
B. チラシ・広報誌等 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
□処分場の周辺町内会を対象に〇回 
■市広報誌における関連記事 27 回（分別・減量化の啓発、有料化・分別変更の周知を含む） 
C. 施設見学会 
□候補地がある町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
D. アンケート調査 
■実施 中間処理施設の方式が決まっていない状態で、専門委員会からはガス化溶融炉が望ましい

という答申が出ていたが住民やマスコミから反発があり、施設内容を再検討するために分別変更に

関わることについて聞いた。その他、有料化や、生ごみ分別収集は難しいということで、自家処理

に係る項目も設けた。 
調査対象：市内全世帯 
調査項目：生ごみの自家処理・プラ容器分別収集開始・集団資源回収・環境教育・有料化・可燃ご

み処理方式（処分場の立地に関する設問はない。） 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
 
③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

■ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
□ 立地町内会への定期報告（年〇回） 
□ 周辺町内会への定期報告（年〇回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
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情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 
項目 不安や質問内容 

人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川） 
□将来世代への影響 

自然災害 □大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
□地震で施設が壊れるのではないか。 

生活環境 ■悪臭 
□騒音・震動 
■通行車両の増加や交通事故 

自然環境 □開発による環境破壊 
□希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
□地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
□説明会をするのが遅い等 
□立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
□当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 

その他の不安や質問等（自由記述： ） 
 
(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 

地域から出された要望 対応の有無 
周辺道路歩道整備 
搬入道路について、パッカー車が通るので

あれば歩道を作って欲しい。 

〇 
既存の道路を拡幅して歩道を整備。 

隣接する農業高校実習農地の環境モニタリ

ング 
〇 

ダイオキシン等や重金属に汚染されていな

いか年に 2 回モニタリング 
 
 
(5) 関係主体等との協定の有無 
□あり（協定先： ） 
■なし 

 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
特に無し 
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付録Ｂ ⑧

H 県 H 市 一般廃棄物処分場

 
回答者：H 県 H 市市民生活部環境事業所 
【施設概要】  
施設名称 H 市一般廃棄物第 2 最終処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

■焼却残渣（主灰）、■焼却残渣（飛灰）、□スラグ、■不燃残渣 
□その他（ ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（2 重 6 層シート）、 ■表面遮水工（キャッピング） 
□屋根つき、 ■漏水検知システム 
■河川放流 □下水道放流 □無放流 □その他（ ） 
□その他施設特徴（処分場内地下水の河川直接放流 ） 

埋め立て場所 ■山間 □平地 
埋め立て開始年度  平成 28 年 12 月 
全体容積 100,000 m3 
埋め立て終了年度 平成 43 年（予定） 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
■破砕・選別・リサイクル施設（平成 31 年度竣工予定） 
■焼却炉（平成 31 年度竣工予定） 
□その他（ ）  

近隣住宅からの距離 約 0.5km 
 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 
東日本大震災により大量の災害廃棄物が発生したことなどから残余容量が逼迫し、早急に新たな

処分場建設の計画を進めた。 
 
【候補地の選定】 
 既存のごみ処理施設及び最終処分場は、いずれも H 市 T 町地区の山間の工業団地周辺に位置

しており、一般住宅までは距離を有する地域である。 
 周辺の沢沿いには最終処分場として利用できる複数の候補地（市有地）があり、そのうち、既

存の最終処分場の隣地で、ごみ焼却施設新設の敷地も確保できる場所を立地場所として選定し

た。 
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(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
□コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間  
平成 24 年～25 年に基本計画、基本設計、生活環境影響調査、地質調査、測量を行った。基本

設計ができたのは平成 25 年 4 月である。 
 

③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 
■あり 

内容：アンケート調査や計画説明の過程で水の汚染を心配する市民がいたことから、全面遮水シー

ト 6 層構造＋漏水検知システム、処分場内地下水の河川直接放流等、当初計画された施設内容から

さらに厳重なものに変更された。 
□なし 

(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組

A. 説明会 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
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② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

 内容 
平成 22 年度  
建設予定地・年次計画報告（庁内会議） 
地域審議会委員・利水団体・地域住民

への計画説明 

説明された計画内容は、建設予定地、埋立容量、埋立方

式。この時点で、ごみ処理施設の併設は未定だった。 
説明に対し、浸出水処理水の不安、次期のごみ処理施設候

補地、地元還元手法等について等についての質問が出た。 
平成 23 年度  
市議会議員への計画説明 

説明内容は上記と同じ。 
説明に対し、計画はやむを得ない。現施設に引き続き当該

地区で引き受けることになるので、十分な住民説明をと

いう意見が出た。 
平成 24 年度 
近隣住民へのごみ処理施設等に関す

るアンケート調査 
地域審議会委員等・利水団体・地域住

民（行政区単位）への計画説明 

アンケートは平成 24 年には候補地に最も近い T 地区を

対象に行った。 
【質問項目】現処分場について：これまでに困ったこと・

埋立終了後の土地の活用アイデアや要望、新処分場につ

いて：意見・要望等 
平成 25 年度  
近隣住民へのごみ処理施設等に関す

るアンケート調査 
地域審議会委員等・利水団体・地域住

民（行政区単位）への計画説明 

平成 24 年度と同様のアンケートを、対象を T 地区に加

え、候補地周辺 3 地区と A・B 地区連絡協議会に拡大し

て行った。 
【質問項目】現処分場について：これまでに困ったこと・

埋立終了後の土地の活用アイデアや要望、新処分場につ

いて：意見・要望等 
 
平成 26 年度 地区説明会開催（計 11 回、以下内訳） 
町域説明会：1 回、参加者 11 名 
地区説明会：4 地区、各 1 回、参加者計 31 名 
希望集落毎説明会：6 カ所、各 1 回、参加者計 84 名 
平成 27 年度 地区広報紙配布（事業の進捗情報を掲載、区長より住民配布、2 回） 
平成 28 年度 地区広報誌配布（事業の進捗状況を掲載、区長より住民配布） 
 
③ 埋立開始からの取組（予定も含む） 
□ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開

■ 立地町内会への定期報告（年 1 回）

□ 周辺町内会への定期報告（年〇回）

□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
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情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 
項目 不安や質問内容 

人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川） 
□将来世代への影響 

自然災害 □大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
□地震で施設が壊れるのではないか。 

生活環境 ■悪臭 
□騒音・震動 
■通行車両の増加や交通事故 

自然環境 ■開発による環境破壊 
□希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
□地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
□説明会をするのが遅い等 
□立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
■当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 

その他の不安や質問等 
平成 25 年 6 月 ごみ処理施設に係るアンケート調査結果より 
・ごみの発生源の近くに処分場を作るべき 
・現処分場近隣でごみの不法投棄がある。 
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 (4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 
地域から出された要望 対応の有無 

周辺道路整備 〇 
周辺道路除草・除雪 〇 
町内会への迷惑料の交付 ×（施設とは直接関係無いため） 
防災無線設置 ×（施設とは直接関係無いため） 
ごみ袋の無料配布 ×（施設とは直接関係無いため） 
跡地利用のアイデア 
植林・運動公園、工業用地、メガソーラー、

老人施設、自然回復等 

今後住民と検討 

その他、地域からの要望ではなく、担当部署やコンサルタントのアイデアによって整備されたも

のがあればお書きください。 
（自由記述： ） 
 
(5) 関係主体等との協定の有無 
□あり（協定先： ） 
■なし 

 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
必要に応じ、立地地区と情報交換会を開催している。これまでに 2 回開催している。 
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付録Ｂ ⑨

I 県 I 市 一般廃棄物処分場

回答者：I 県 I 市環境課美化センター 
【施設概要】 
施設名称 I 市 一般廃棄物処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

■焼却残渣（主灰）、■焼却残渣（飛灰）、□スラグ、■不燃ごみ 
□その他（ ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（1 層シート）、 □表面遮水工（キャッピング） 
□屋根つき、 ■漏水検知システム 
■河川放流 □下水道放流 □無放流 □その他（ ） 
■その他施設特徴 
（ベントナイト砕石+セメント改良土と遮水シートを組み合わせた

複合遮水構造に遮光性保護マット） 
埋め立て場所 ■山間 □平地 
埋め立て開始年度  平成 28 年 10 月 
全体容積 第二期 44,000m3 
埋め立て終了年度 平成 43 年予定（15 年以上） 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
□破砕・選別・リサイクル施設 
□焼却炉 
■その他（第一期埋立場及び浸出水処理施設）  

近隣住宅からの距離 住宅上（約 1km） 住宅下（約 2km） 
山間部にあるため、住宅は少なく自衛隊演習場及び工業団地がある。 

 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 
施設整備が必要となった背景についてご記入ください。 
A；第一期最終処分場が平成 28 年に満了となるため計画を進めた。 
 
【候補地の選定】 
①選定主体は誰だったかとその構成、②複数候補地から絞り込んだかどうか、③選定の過程は公開

されていたか、④選定にかかった期間等をご記入ください。 
A；①から④第一期最終処分場の建設当初から第二期埋立地は計画予定地であった。 

※当時の詳細記録無し 
参考；昭和 60 年 6 月一般廃棄物最終処分場建設に際し、地元地区と協定書、覚書を締結。 

昭和 60 年 1 月地主との土地賃貸借契約（第二期埋立地を含み締結） 
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(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
■コンサルタント 
□担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成 25 年～平成 26 年まで 
 

③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 
□あり 
■なし 

(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組

E. その他の取組 
（昭和 60 年の記録無し） 
 
② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

E. その他の取組 
（第二期埋立場の建設に対する地主組合への説明と承諾） 

③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

■ その他（内容：年に 1 回地主組合への報告、各施設に維持管理の記録閲覧簿による情報公開） 
 
情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等 
なし 
 
その他の不安や質問等（該当なし。市民からの質問、苦情等なし） 
 
(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 

地域から出された要望 対応の有無 
周辺道路整備 〇 
農林道整備 〇 
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(5) 関係主体等との協定の有無 
■あり（協定先： 地元地区区長会、地元地域開発整備促進委員会 ） 
□なし 

 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 

A；地主組合と廃棄物処理施設の視察研修を 3 年おきに実施している。 
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付録Ｂ ⑩ 
J 県 J 地域衛生組合 一般廃棄物処分場 

 
回答者：J 県 J 地域衛生組合 
【施設概要】  
事業主体 J 地域衛生組合 
施設名称 J 地域衛生組合 一般廃棄物処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

□焼却残渣（主灰）□焼却残渣（飛灰）、□スラグ、■不燃ごみ 
□その他（ ） 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（遮水シート 2 枚含む 6 層シート）、 □表面遮水工

（キャッピング） 
□屋根つき、 ■漏水検知システム 
■河川放流 □下水道放流 □無放流 □その他（ ） 
□その他施設特徴（ ） 

埋め立て場所 □山間 ■平地 
埋め立て開始年度  平成 27 年 4 月 
全体容積 38,139 m3 ネットで確認 
埋め立て終了年度 平成 56 年予定 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
□破砕・選別・リサイクル施設 
□焼却炉

■その他（ なし ）  
近隣住宅からの距離 約 1km 
平成 31 年から新しい焼却炉になり、主灰はスラグ化。飛灰は民間処理業者に処理委託。 

現在は主灰・飛灰共に民間処理業者に処理委託。 
 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 

構成市町（2 市 2 町）から排出される可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみを当組合の焼却施設及び粗

大ごみ処理施設で処理しており、現在の最終処分場施設整備以前は、焼却残渣及び破砕不燃残渣を

財団法人及び民間が管理する最終処分場に全て処理委託していた。しかし、委託処分先における搬

入基準の強化や埋立期間の終了間近等の理由により、組合管理の最終処分場を整備し、平成 27 年

4 月より破砕不燃残渣を対象とし、埋立開始している。 
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【候補地の選定】 
平成 14年度から埋立処分地施設建設委員会（組合を事務局とし、構成市町環境部局職員が委員）

を発足し、組合構成市町の 2 市 2 町から 1 箇所以上の候補地を出していただいた（当初 8 箇所の候

補地）。その後、副市町長・部次長会議に諮り 4 箇所に絞り込んだ。 
最終的に、組合管理者・副管理者会議の中で、立地条件、埋立面積、埋立容量、施工性等を評価

した中で、1 箇所に絞り込み、平成 20 年 8 月に現在の場所に最終決定された。 
選定の過程（会議内容等）は基本的に非公開であったが、その後の周辺住民説明会で口頭にて説

明されている。 
 
(2) 施設内容の検討の手法と期間について 

・平成 20 年度 ごみ処理基本計画策定（計画期間平成 21 年度～35 年度） 
・平成 23 年度 最終処分場基本設計業務委託発注  
・平成 24 年度 最終処分場実施設計業務委託発注 
・平成 25 年度 建設工事発注 
（平成 23 年度地質調査業務委託、平成 23、24 年度環境影響評価業務委託を発注） 

① 施設内容の検討主体（複数選択可） 
■施設整備に係る検討会等（委員構成：正副組合管理者及び構成市町職員 ） 
■コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成 23 年～平成 24 年まで 
 
③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 

□あり 
■なし 
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(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組

A. 説明会 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
□候補地が立地する町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
 
② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

A. 説明会 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
■処分場の周辺町内会を対象に 2 回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
□処分場の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
□候補地がある町内会を対象に〇回 
□候補地の周辺町内会を対象に〇回 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
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③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

□ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
□ 立地町内会への定期報告（年〇回） 
□ 周辺町内会への定期報告（年〇回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
 
情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等（該当箇所をチェック） 

項目 不安や質問内容 
人の健康に係る

リスク 
■水環境の汚染（地下水・河川） 
□将来世代への影響 

自然災害 ■大雨・台風で水があふれたり、施設が壊れるのではないか。 
□地震で施設が壊れるのではないか。 

生活環境 □悪臭 
□騒音・震動 
□通行車両の増加や交通事故 

自然環境 □開発による環境破壊 
□希少動植物への影響 

経済 □農産品等の風評被害 
□地域のイメージダウン・土地の評価額の下落 

意志決定・説明

プロセス 
■説明会をするのが遅い等 
□立地選定プロセスがおかしい、透明性が低い等 
■当該地域への同一または類似施設の集中 
□病院・小学校等が近くにあるのになぜここなのか。 
□施設の必要性（リサイクルをすすめれば現処分場を延命できるのでは等） 

その他の不安や質問等（（近隣の土地所有者から）不法投棄が増えないか、買収範囲を広げられない

か、等） 
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(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 
地域から出された要望 対応の有無 

地元協力金 〇 
【電話ヒアリングによる補足】 
処分場を立地する町内会において公民館の修繕費用が必要ということで、町内会からの

要望額 5 百万円を支払った。使途等については特に制限は設けていない。 
 
※その他情報：J 地域が立地する県ではごみ処理施設整備の際に地元協力金を支払うこ

とは一般的。最近では施設が視界に入るゴルフ場に、景観を損ねる代償として多額の地

元協力金を支払った事例があると聞いている。 

その他、地域からの要望ではなく、担当部署やコンサルタントのアイデアによって整備されたも

のがあればお書きください。 
（自由記述： ） 
 
(5) 関係主体等との協定の有無 
□あり（協定先： ） 
■なし 

 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
特に無し 
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This is a blank page. 



 

付録Ｂ ⑪

K 県 K 市 一般廃棄物最終処分場 
 

回答者：K 県 K 市環境保全担当部署 
【施設概要】  
施設名称 K 市第 2 最終処分場 
埋め立て物 一般廃棄物 

□焼却残渣（主灰）、□焼却残渣（飛灰）、□スラグ、■不燃残渣 
□その他（ ） 
※市の可燃ごみは RDF 化して業者に渡している。 
□産業廃棄物（受入れ物： ）  

施設内容 ■底部遮水工（5 層シート）、  ■表面遮水工（キャッピング） 
□屋根つき、 □漏水検知システム 
■河川放流 □下水道放流 □無放流 □その他（ ） 
□その他施設特徴（ ） 

埋め立て場所 ■山間 □平地 
埋め立て開始年度  平成 27 年 7 月 
全体容積 46,000 m3 
埋め立て終了年度 平成 42 年予定 
隣接する廃棄物処理

関連施設  
□破砕・選別・リサイクル施設 
□焼却炉 
■その他（K 市クリーンセンター ）  

近隣住宅からの距離 約 2.5km 
 
(1) 候補地選定の手法と期間 
【整備における背景】 
旧処分場の埋め立て容量満了に伴い新処分場を建設しました。 
 
【候補地の選定】 
①選定主体は誰だったかとその構成、②複数候補地から絞り込んだかどうか、③選定の過程は公開

されていたか、④選定にかかった期間等 
① K 市

② 候補地は現処分場の隣地に前回計画から決まっていました。また、市有地に建設しました。

③ 公開していました。

④ 市有地に建設したため、短期間でできました。
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(2) 施設内容の検討の手法と期間について 
① 施設内容の検討主体（複数選択可） 

□施設整備に係る検討会等（委員構成： ） 
□コンサルタント 
■担当部署 
□その他（ ） 
 

② 検討期間 平成〇年～平成〇年まで 
平成 22 年～平成 23 年まで 

 
③ 住民等からの不安や意見に対応し、施設内容を強化した箇所 

□あり 
■なし 

(3) 情報共有のための取組

① 候補地検討中の期間の取組

A. 説明会 
□候補地が立地する町内会を対象に○回 
■候補地の周辺町内会を対象に 5 回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□候補地が立地する町内会を対象に○回 
□候補地の周辺町内会を対象に○回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
□候補地が立地する町内会を対象に○回 
■候補地の周辺町内会を対象に 1 回 
D. アンケート調査 
調査対象：無 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
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② 候補地決定後から施設建設までの期間の取組

A. 説明会 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
■処分場の周辺町内会を対象に 2 回 
□一般市民を対象に〇回 
B. チラシ・広報誌等 
□処分場が立地する町内会を対象に〇回 
□処分場の周辺町内会を対象に〇回 
□市広報誌における関連記事〇回 
C. 施設見学会 
□候補地がある町内会を対象に〇回 
■候補地の周辺町内会を対象に 1 回 
D. アンケート調査 
調査対象： 
調査項目： 
E. その他の取組 
（自由記述： ） 
 
③ 埋立開始からの取組（予定も含む）

□ Web サイトにおけるモニタリング情報の公開 
□ 立地町内会への定期報告（年〇回） 
□ 周辺町内会への定期報告（年〇回） 
□ 施設の状況を知らせるためのニュースレター等（年〇回） 
□ 市広報誌における関連記事（埋立開始からこれまでに〇回） 
□ その他（内容： ） 
 
情報共有の取組において、市民から寄せられた不安や質問等 
特になし 
 
その他の不安や質問等（自由記述： ） 
特になし 
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(4) 地元還元施設や地域活性化のための施設・取組 
地域から出された要望 対応の有無 

周辺道路整備 〇  
処分場にくるまでの道の整備 

周辺道路除草・除雪 〇 
 
(5) 関係主体等との協定の有無 
□あり（協定先： ） 
■なし 

 
(6) その他、立地地域との関係性を良好に保つための取組 
特に無し 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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